　　十月十一日の決算行政監視委員会行政監視に関する小委員会における

　　政府の対応に関する申し入れ
　当委員会においては、通常国会閉会後の報道等により、震災復興予算の使途につき、世論も含めて大きな問題となったことから、九月の中旬よりこの問題に対して議論を行うための閉会中審査の実施について、与野党間で協議を行った。しかし、九月の下旬より与党が協議に応じない中、各会派合意はないものの、十月九日、小委員長が衆議院規則に定められた権限に基づき、十月十一日に小委員会を開会することを決定し、小委員会幹事会の協議に基づき政府（関係各省庁）に対し、小委員会前日十五時までに答弁者の出席登録を求めた。しかし、政府から答弁者の出席登録がなされなかったことと当日の出席対応が行われなかったことは、憲法第六十三条をはじめとする法規上も三権分立という憲法の理念に照らしても、立法府の一員として決して認められるものではなく、大変遺憾でありかつ議会制民主主義の危機であると言わざるを得ない。
　これについては、政府がこのような対応をするに至った経緯と法的な根拠を確認するため、野党理事の総意を受けて当日のうちに委員長から内閣総務官室を通じて内閣官房長官への面会を求めたが、未だに一切対応がない。
　議院運営委員会におかれては、本件について今後の先例とならないよう、また当委員会のみならず衆議院の各常任･特別委員会において本件のような政府の対応が今後なされないよう、与野党の別なく立法府としての立場から今回の政府の対応について内閣官房長官等から説明を聴取するとともに、法規に照らして問題があったことを確認すべきである。また、そのことを政府に申し入れるべきである。
　院の役員たる常任委員長として、右申し入れる。
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